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名古屋市の利用者負担上限額管理事務について 

 

 

１．上限管理者の順序（基本的に変更ありません） 

 

   上限管理者は、提供されるサービス量（標準的な報酬の多寡）、生活面を含めた利用

者との関係性（利用者負担を徴収する便宜）、サービス管理責任者の配置の有無や事務処理

体制等を総合的に勘案し、以下の順序とします。 

 

（１）居住系サービス利用者 

指定療養介護事業所、指定共同生活介護事業所、指定障害者支援施設、指定自立

訓練（生活訓練）事業所（指定宿泊型自立訓練を受ける者、継続的短期滞在型利用

者及び精神障害者退院支援施設利用者に限る。）、指定就労移行支援事業所（精神障

害者退院支援施設利用者に限る。）、指定共同生活援助事業所又は旧法指定施設が上

限額管理を行います。 

（２）サービス利用計画作成費支給対象者 

指定相談支援事業所が上限額管理を行います。 

（３）日中活動系サービス利用者（（１）（２）に該当する者を除く） 

指定生活介護事業所、指定児童デイサービス事業所、指定自立訓練（機能訓練）

事業所、指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定就労移行支援事業所、指定就労継

続支援Ａ型事業所、指定就労継続支援Ｂ型事業所又は旧法指定施設（通所）が上限

額管理を行います。当該区分において当該上限額管理対象者にサービスを提供する

事業所が複数存在する場合は、原則として契約日数の多い事業所とします。 

（４）訪問系サービス利用者（（１）から（３）に該当する者を除く） 

指定居宅介護事業所、指定重度訪問介護事業所、指定行動援護事業所又は指定重

度障害者等包括支援事業所が上限額管理を行います。当該区分において当該上限額

管理対象者にサービスを提供する事業所が複数存在する場合は、以下の優先順位で

上限額管理者となるものとしますが、最も高い順位に複数の事業所が存在する場合

は、原則として当該支給決定障害者等との契約時間数が多い事業所とします。 

 ① 対象者に同一事業所番号で複数の訪問系サービスを提供する指定事業所 

 ② 指定重度訪問介護事業所 

 ③ 指定居宅介護事業所 

 ④ 指定行動援護事業所  

（５）短期入所サービス利用者（（１）から（４）に該当する者を除く） 

短期入所サービスのみの利用者で、上限額管理が必要なときは、当該月において

当該上限額管理対象者に最後に指定短期入所サービスを提供した事業所が上限額管

理を行います。 
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２．「該当」「非該当」について 

 

介護給付費、訓練等給付費のサービス支給量から、利用者負担上限月額を超過する

可能性がある方については「該当」、超過する可能性がない方について「非該当」と記

載しています。 

今回は、18 年 10 月の支給決定量に基づいて判断をしていますので、「該当」「非

該当」の判定が変更されている場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

３．上限管理事業所を定める場合について（18 年 4 月と変更ありません） 

 

「該当」と記載されている方が、事業所番号の異なる複数の事業所とサービス利用

契約を結んだ場合に、上限管理事業所を定める必要があります。 

「該当」と表示されていても、単一（事業所番号が同一）の事業所としか契約を結

んでいない場合は、上限管理事業所を定める必要はありません。ただし、後日、複数

の事業所と契約を結んだ場合は、その時点で上限管理事業所を定める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

４．具体的手続き（18 年 4 月と変更ありません） 

 

① 上限管理事業所が、「利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書」を受給者

証とともに区役所に提出してください。 

② 区役所で、受給者証に管理事業所名を記入しますので、手続き後、受給者証を

本人へお返しください。 

③ 事業者記入欄（別冊）に記載された、その他の契約事業者に、上限管理事業所

になった旨をご連絡ください（この連絡を行っていただかないと、正しく上限管

理事務を行うことができません）。 

 

 

複数（事業所番号の異なる）
事業所と契約

単一（事業所番号が同一）
の事業所とのみ契約

「該当」と表示されている 必要 不要

「非該当」と表示されている 不要

利用者負担上限額管理対象者該当の有無 該当

利用者負担額上限額管理事業所名

開始年月日 平成　　年　　月　　日
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５．同一世帯内に複数の障害児がいる場合の取り扱い（新たな取り扱い） 

 

受給者証に「複数障害児あり」と表記されていますので、それぞれ同一の事業所が

上限管理事業所となってください。 

また、上限管理事業所は、原則として居宅介護か児童デイサービスのいずれかとし

ます。 

 

（ケース 1）共通する事業所を利用している場合 

 

 

 

 

（ケース２）共通する事業所を利用していない場合 

 

 

 

 

 

６．届出の期限 

 

新たに契約を結んだ場合や、上限管理事業所を変更した場合は、速やかに各区･保健

所への届出、及び当該利用者が契約を結んでいる他のサービス提供事業所への連絡を

行ってください。 

 

利用している事業所 上限管理事業所

児童兄 A、B

児童弟 C、D
最も契約の多い事業所

利用している事業所 上限管理事業所

児童兄 A、B

児童弟 B、C
B
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７．上限額管理事務(利用者負担上限額管理結果票の作成)について 

 

（１） サービス事業者は、毎月３日までに、事業所番号単位で利用者負担額を算出し

て、上限額管理者に「利用者負担額表」を提供する。 

 

 

 

 

 

（２） 上限額管理者は、各事業者から提出された「利用者負担額表」を集計し、 

  「利用者負担上限額管理結果票」を作成する。 

 

 

 

 

 

（３） 上限額管理者は、対象者に「利用者負担額上限額管理結果票」の内容確認を求

める。 

 

 （４） 上限額管理者は、毎月６日までに各事業所に「利用者負担上限額管理結果票」

（写）を送付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （５） 「利用者負担上限管理結果票」の写しを介護給付費等の請求の際に明細書に添

付する 

（上限管理事業者・利用者負担上限額管理結果票を受け取った事業所ともに) 

 

 

 

 

 

 

 

請求書･明細書 
＋ 

１ 実績記録票 (上限額管理の有無に関わらず必須) 

２ 利用者負担上限額管理結果票【写】 

負担額表 

××さん用 

A 事業所 
負担額表 

××さん用 

B 事業所 
負担額表 

××さん用 

C 事業所 

管理結果表 
××さん用 

（ABCD を集計） 

D 事業所（上限管理事業所） 

負担額表 

××さん用 

D 事業所 

管理結果表 
××さん用 

（ABCD を集計） 
印

D 事業所（上限管理事業所）が原本保管

結果表【写】 

××さん用 

結果表【写】 

××さん用 

結果表【写】 

××さん用 

A 事業所 

B 事業所 

C 事業所 

結果表【写】 

××さん用 



5 

８．上限額管理事務(利用者負担上限額管理結果票の作成)の流れ（複数児童の場合） 

 

＜ケース＞ 

 

児童××さん（A、B、D 事業所を利用） 

児童△△さん（C、D 事業所を利用） 

 

 

① サービス事業者は、毎月３日までに、事業所番号単位で利用者負担額を算出して、

上限額管理者に「利用者負担額表」を提供する。 

 

 

 

 

 

② 上限額管理者は、各事業者から提出された「利用者負担額表」を集計し、 

 １枚の「利用者負担上限額管理結果票」を作成する。 

   （同一の管理結果票で管理する） 

 

 

 

 

 

 

 

③ 上限額管理者は、対象者に「利用者負担額上限額管理結果票」の内容確認を求める。 

 

 ④ 上限額管理者は、毎月６日までに各事業所に「利用者負担上限額管理結果票」（写）

を送付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負担額表 

××さん用 

A 事業所 
負担額表 

××さん用 

B 事業所 
負担額表 

△△さん用 

C 事業所 

管理結果表 
××さん 
△△さん 

（ABCD を集計） 

D 事業所（上限管理事業所） 

負担額表 

××さん用 

D 事業所 

管理結果表 
××さん用 
△△さん用 

（ABCD を集計） 
印

D 事業所（上限管理事業所）が原本保管

結果表【写】 

××さん用 
△△さん用 

A 事業所 

B 事業所 

C 事業所 

負担額表 

△△さん用 

保護者○○さん 

結果表【写】 

××さん用 
△△さん用 

結果表【写】 

××さん用 
△△さん用 

結果表【写】 

××さん用 
△△さん用 
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 ⑤「利用者負担上限管理結果票」の写しを介護給付費等の請求の際に明細書に添付する 

（上限管理事業者・利用者負担上限額管理結果票を受け取った事業所ともに) 

 

 

※D 事業所は、××さん△△さんの 2 人にサービスを提供しているため、 

同一の「管理結果票【写し】」を 2 枚添付して請求書類を提出する。 

 

 

 

 

事業所 利用者 明細書･実績記録票 管理結果票【写し】 

A 事業所 ××さん ××さん用 

B 事業所 ××さん ××さん用 

C 事業所 △△さん △△さん用 

××さん ××さん用 
D 事業所 

△△さん △△さん用 

××さん 

△△さん 

をまとめたもの 

（全事業所同じ） 
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９．「上限管理計算シート」および「事業者システム」への入力について 

 

（１）入力事務等の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「０３提供実績管理」 

→一月分の実績を全て入力 

「０４請求明細管理」 

→「計算」ボタンを押下し明細情報を作成＋｢登録｣ 

※「上限管理結果」｢管理結果額｣は入力しない 

「０６バッチメニュー」 

→「４利用者負担額表作成」、管理者へ送付 

※上限管理者以外の事業所は、（オ）または（コ）へ 

「上限額管理シート」 

→各事業者の利用者負担額表を集計し 

「利用者負担上限額管理結果票」（以下「結果票」）を作成 

管理結果「１」 

の場合 

管理結果「２」 

の場合 

管理結果「３」 

の場合 

（次ページへ） 

 
「０４請求明細管理」 

→上限管理事業所から送付された「結果票（写）」を確認し、 

①「上限管理結果」欄に「１」又は「２」を入力 

②「管理結果額」欄に「結果票」の管理結果（下段）の 

「利用者負担額」を入力 

③「計算」ボタンを押下し、②で入力した金額を反映させる 

 
「０６バッチメニュー」 

→請求書等の各書類、請求データ等の各データを出力 

「請求書」 

「明細書」 

「実績記録票」 

「請求書」データ 

「明細書データ 

「実績記録票」データ 

注：上限管理事業所のみ！ 

（イ） 

（ウ） 

（エ） 

（オ） 

（カ） 

（ア） 
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「０４請求明細管理」 

①「上限管理結果」欄に「上限加算含む」を入力し、上限管理加算を算定する。 

②「計算」ボタンを押下し、①で算定した金額を反映させる 
 

※「上限管理加算」を算定できるのは、上限管理者のみであるため、 

この再計算作業を行うのは、上限管理事業所のみ。 

管理結果「３」 

の場合（続き） 

「０６バッチメニュー」 

→「４利用者負担額表作成」 

※上限管理加算を含めた「利用者負担額表」を再作成する。 

※「利用者負担額表」に「上限管理加算含む」と印刷される 

「上限額計算シート」 

→上限管理報酬を反映させた「利用者負担額表」の内容に修正入力 

「結果票」を再作成する。 

「０４請求明細管理」 

→上限管理事業所から送付された「結果票（写）」を確認し、 

①「上限管理結果」欄｢上限加算含む｣→「３」に変更(上限管理事業者) 

｢上限管理結果｣欄に「３」を入力(その他の事業者) 

②「管理結果額」欄に「結果票」の管理結果欄（下段）の 

「利用者負担額」を入力 

③「計算」ボタンを押下し、②で入力した金額を反映させる 

「０６バッチメニュー」 

→請求書等の各書類、請求データ等の各データを出力 

「請求書」 

「明細書」 

「実績記録票」 

「請求書」データ 

「明細書データ 

「実績記録票」データ 

注：上限管理事業所のみ！ 

注：上限管理事業所のみ！ 

注：上限管理事業所のみ！ 

（キ） 

（ク） 

（ケ） 

（コ） 

（サ） 
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（２）上限額管理シート（Excel シート）への入力 

 

A 通常の場合 

①入力のルール 

   ○管理者を項番「１」に記載し、「２」以降は総費用額の多い順に入力する。 

 

②入力例 

 例：利用者負担額表（中央分抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「上限額管理シート」利用者負担額表入力シートへの入力例 

 

項番 1 2 3 

主たる事業所の名称 

(16 文字以内) 
A 事業者 C 事業者 B 事業者 

事業所番号 2310000001 2310000002  2310000003 

総費用額 140,000 円 120,000 円 30,000 円

利用者負担額 14,000 円 7,500 円 3,000 円

社会福祉法人等軽減額 0 円 4,500 円 0 円

 

 

総費用額 １４０，０００ 

利用者負担額 １４，０００ 

社会福祉法人

等軽減額 
０ 

総費用額 ３０，０００ 

利用者負担額 ３，０００ 

社会福祉法人

等軽減額 
０ 

総費用額 １２０，０００ 

利用者負担額 ７，５００ 

社会福祉法人

等軽減額 
４，５００ 

A 事業所（上限管理者） B 事業所 

C 事業所 
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B 複数障害児の場合 

①入力のルール 

   ○児童に関わらず、管理事業所を優先して入力する。 

   ○管理事業所内の順位は、総費用額の多い児童順に入力する。 

   ○その後は、児童にかかわらず、総費用額の多い事業所順に入力する。 

 ②入力例 

例：利用者負担額表（中央分抜粋） 

児童 X（＝児童番号①）（A、B、C 事業所を利用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童 Y（児童番号②）（A 事業所のみ利用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童 Z（児童番号③）（A、D 事業所を利用） 

 

 

 

総費用額 ４０，０００ 

利用者負担額 ４，０００ 

社会福祉法人

等軽減額 
０ 

総費用額 ５０，０００ 

利用者負担額 ５，０００ 

社会福祉法人

等軽減額 
０ 

総費用額 ２０，０００ 

利用者負担額 ２，０００ 

社会福祉法人

等軽減額 
０ 

総費用額 ７０，０００ 

利用者負担額 ７，０００ 

社会福祉法人

等軽減額 
０ 

総費用額 ６０，０００ 

利用者負担額 ６，０００ 

社会福祉法人

等軽減額 
０ 

総費用額 ３０，０００ 

利用者負担額 ３，０００ 

社会福祉法人

等軽減額 
０ 

A 事業所（上限管理者） B 事業所 

C 事業所 

A 事業所（上限管理者） 

A 事業所（上限管理者） D 事業所 
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「上限額管理シート」利用者負担額表入力シートへの入力例 

 

項番 1 2 3 

児童番号 2  1  3  

主たる事業所の名称 

(16 文字以内) 
A 事業所 A 事業所 A 事業所 

事業所番号 ○○○○ ○○○○ ○○○○ 

総費用額 70,000 円 40,000 円 30,000 円

利用者負担額 7,000 円 4,000 円 3,000 円

社会福祉法人等軽減額 0 円 0 円 0 円

 

 

4 5 6 

3  1  1  

D 事業所 B 事業所 C 事業所 

×××× △△△△ ■■■■ 

60,000 円 50,000 円 20,000 円

6,000 円 5,000 円 2,000 円

0 円 0 円 0 円

 



12 

（３）．管理結果「１」の場合の具体例 

 

利用者負担額表の印刷・上限額管理シートへの集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢上限額管理シート｣ 

｢②利用者負担額情報｣へ入力 

 

 

 

 

 

 

 

｢③結果票｣へ計算結果が自動表示(イメージ) 

上限月額１５，０００円のケース例 

15,000円

0円

145,000円

4,500円

0円

4,500円

115,500円

120,000円

7,500円

30,000円

利用者負担額

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番

総費用額
（上限管理報酬含）

利用者負担額

社会福祉法人等軽減額 0円

0円

0円

0円

1

××××○○○○

160,000円

A事業者

△△△△

2 3

C事業者 B事業者

社会福祉法人等軽減額

3,000円16,000円

30,000円

介護給付費等

管
理
結
果

事業所番号

主たる
事業所の名称

 

4,500円

15,000円

4,500円

290,500円

26,500円

合計

310,000円

A 事業所(管理者) 

１６，０００円 

B 事業所 

３，０００円 

C 事業所 

７，５００円 

1 2 3

A事 業 者 C事 業 者 B事 業 者

○ ○ ○ ○ × × × × △ △ △ △

160,000円 120,000円 30,000円

16,000円 7,500円 3,000円

0円 4,500円 0円社 会 福 祉 法 人 等 軽 減 額

主 た る事 業 所 名
(16文 字 以 内 )

利 用 者 負 担 額

総 費 用 額

事 業 所 番 号

項 番
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負担上限月額「１５，０００円」に対して、 

管理事業所（A 事業所）の｢管理結果｣の利用者負担額が「１５，０００円」であり、 

管理事業所（A 事業所）のみで負担上限月額に達しているため、 

他事業所については、利用者負担額が生じない。 

 

この場合、管理結果は「１」となる。 

 
①「受給者・管理事業者情報」シートの「４．管理結果」に「１」を入力。 

②「利用者負担上限額管理結果票」を印刷 

③利用者への確認および「結果票（写）」を各事業者へ送付 

 
「０４請求明細管理」で上限管理事業所から送付された「結果票（写）」を確認し、 

①「上限管理結果」欄に「１」を入力。 

②「管理結果額」に金額を入力。 

③「計算」ボタンを押下後、「修正」を押下しデータを更新する。 

 
管理結果の判断 

 
上限額管理シート 

 
事業者システム 

４．管理結果

管理結果 １
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B、C 事業所の入力イメージ 

 
※上記画面上の各数字はイメージのため、本例とは異なります。 

 

 

この場合、管理結果額に入力する金額は 

  ●上限管理事業者は、「１５，０００円」 

  ●その他の事業者は、「０円」となります。
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（４）管理結果「２」の場合の具体例 

 

利用者負担額表の印刷・上限額管理シートへの集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢上限額管理シート｣ 

｢②利用者負担額情報｣へ入力 

 

 

 

 

 

 

 

｢③結果票｣へ計算結果が自動表示(イメージ) 

上限月額１５，０００円のケース例 

5,000円

0円

45,000円

0円

4,000円

0円

36,000円

40,000円

4,000円

27,000円

利用者負担額

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番

総費用額
（上限管理報酬含）

利用者負担額

社会福祉法人等軽減額 0円

0円

3,000円

0円

1

××××○○○○

50,000円

A事業者

△△△△

2 3

C事業者 B事業者

社会福祉法人等軽減額

3,000円5,000円

30,000円

介護給付費等

管
理
結
果

事業所番号

主たる
事業所の名称

 

0円

12,000円

0円

108,000円

12,000円

合計

120,000円

A 事業所(管理者) 

５，０００円 

B 事業所 

３，０００円 

C 事業所 

４，０００円 

1 2 3

A事業者 C事業者 B事業者

○○○○ ×××× △△△△

50,000円 40,000円 30,000円

5,000円 4,000円 3,000円

0円 0円 0円社会福祉法人等軽減額

主たる事業所名
(16文字以内)

利用者負担額

総費用額

事業所番号

項番
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負担上限月額「１５，０００円」に対して、 

管理事業所（A 事業所）および B、C 事業所の合計が「１２，０００円」であり、 

負担上限月額に達しない。 

 

この場合、管理結果は「２」となる。 

 
①「受給者・管理事業者情報」シートの「４．管理結果」に「２」を入力。 

②「利用者負担上限額管理結果票」を印刷 

③利用者への確認および「結果票（写）」を各事業者へ送付 

 

「０４請求明細管理」で上限管理事業所から送付された「結果票（写）」を確認し、 

①「上限管理結果」欄に「２」 

②「管理結果額」に金額を入力。 

③「計算」ボタンを押下後、「修正」を押下しデータを更新する。 

 
管理結果の判断 

 
上限額管理シート 

 
事業者システム 

４．管理結果

管理結果 ２
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A 事業所の入力イメージ 

 

※上記画面上の各数字はイメージのため、本例とは異なります。 

 

この場合、管理結果額に入力する金額は 

 ●上限管理事業者、その他の事業者とも、「利用者負担額表」で報告を行った金額と同じ

額になります。 
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（５）管理結果「３」の具体例 

 

利用者負担額表の印刷・上限額管理シートへの集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢上限額管理シート｣ 

｢②利用者負担額情報｣へ入力 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢③結果票｣へ計算結果が自動表示(イメージ) 

上限月額１５，０００円のケース例 

6,000円

0円

54,000円

0円

9,000円

0円

111,000円

120,000円

12,000円

30,000円

利用者負担額

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番

総費用額
（上限管理報酬含）

利用者負担額

社会福祉法人等軽減額 0円

0円

0円

0円

1

××××○○○○

60,000円

A事業者

△△△△

2 3

C事業者 B事業者

社会福祉法人等軽減額

3,000円6,000円

30,000円

介護給付費等

管
理
結
果

事業所番号

主たる
事業所の名称

 

0円

15,000円

0円

195,000円

21,000円

合計

210,000円

A 事業所(管理者) 

６，０００円 

B 事業所 

３，０００円 

C 事業所 

１２，０００円 

1 2 3

A事 業 者 C事 業 者 B事業 者

○ ○ ○ ○ × × × × △ △ △ △

60,000円 120,000円 30,000円

6,000円 12,000円 3,000円

0円 0円 0円社 会 福 祉法 人 等 軽 減 額

主 たる事 業 所 名
(16文 字 以 内 )

利 用者 負 担 額

総費 用 額

事業 所 番 号

項 番
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・上限管理結果｢上限加算含む｣を選択すると、上限管理加算コードが追加される。 

｢計算｣→｢修正｣ボタンを押下し、「バッチメニュー」から｢利用者負担額表｣を再作成する。 

 
負担上限月額「１５，０００円」に対して、 

管理事業所（A 事業所）および B、C 事業所の合計が「２１，０００円」であり、 

かつ、管理事業所だけでなく、その他の事業所の利用者負担額徴収事務が発生する。 

 

この場合、管理結果は「３」となる。 

 
管理結果の判断 

 
上限額管理事業所は、 

①「上限管理結果」欄に「上限加算含む」を入力（「管理結果額」には金額を入力しない）。 

②「計算」ボタンを押下後、「修正」を押下しデータを更新する。 

③バッチメニューから「利用者負担額表」を再出力する(上限管理報酬を上乗せした｢利用者負

担額表｣を改めて出力)。 

 
事業者システム 

ここがポイント！ 

「利用者負担額表」を再作成する。
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   利用者負担額表のイメージ（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

｢上限額管理シート｣ 

｢②利用者負担額情報｣へ再入力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総費用額 ６１，５９０ ※上限管理加算含む 

利用者負担額 ６，１５９ 

社会福祉法人

等軽減額 
０ 

 
「※上限管理加算含む」

と印刷される。 

A 事業所(管理者) 

６，１５９円 

※上限管理報酬含む 

B 事業所 

３，０００円 

C 事業所 

１２，０００円 

A 事業所(管理者)

 

※上限管理報酬含む

「利用者負担額表」を

再作成する。 

「上限加算含む」選択 

1 2 3

A事業者 C事業者 B事業者

○○○○ ×××× △△△△

61,590円 120,000円 30,000円

6,159円 12,000円 3,000円

0円 0円 0円社会福祉法人等軽減額

主たる事業所名
(16文字以内)

利用者負担額

総費用額

事業所番号

項番

※B、C 事業所の利用者負担額表

は以前と同じ 
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｢③結果票｣へ計算結果が自動表示(イメージ) 

上限月額１５，０００円 

6,159円

0円

55,431円

0円

8,841円

0円

111,159円

120,000円

12,000円

30,000円

利用者負担額

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番

総費用額
（上限管理報酬含）

利用者負担額

社会福祉法人等軽減額 0円

0円

0円

0円

1

××××○○○○

61,590円

A事業者

△△△△

2 3

C事業者 B事業者

社会福祉法人等軽減額

3,000円6,159円

30,000円

介護給付費等

管
理
結
果

事業所番号

主たる
事業所の名称

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「０４請求明細管理」で上限管理事業所から送付された「結果票（写）」を確認し、 

①「上限管理結果」欄を｢上限加算含む｣→「３」へ変更（上限管理事業者） 

  「上限管理結果」欄に「３」を入力（その他の事業者） 

②「管理結果額」に金額を入力。 

③「計算」ボタンを押下後、「修正」を押下しデータを更新する。 

 
事業者システム 

0円

15,000円

0円

196,590円

21,159円

合計

211,590円

 

A 事業者に上限管理報酬が加算されたため、当初集計した内容とは異なった「利

用者負担上限額管理結果票」となる。 

 
①「上限管理加算計上後」の金額を「利用者負担額情報」シートに再入力する。 

②「受給者・管理事業者情報」シートの「４．管理結果」に「３」を入力。 

③「利用者負担上限額管理結果票」を印刷 

④利用者への確認および「結果票（写）」を各事業者へ送付 

 
上限額管理シート 

４．管理結果

管理結果 ３
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A 事業者(上限管理者)の入力イメージ 

 

 

B 事業所の入力イメージ 

 

※上記画面上の数字はイメージのため、本例とは異なります。 

 
 
 

入力内容を変更する。 
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この場合、管理結果額に入力する金額は 

  ●「利用者負担上限額管理結果票」に記載された金額となります。 

    A 事業所…6,159 円、B 事業所…0 円、C 事業所…8,841 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


